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質問１ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 
1位 105 57 1 1 9 11 
2位 62 87 3 3 25 7 
3位 16 28 23 16 87 13 
4位 1 10 60 65 38 11 
5位 0 0 79 73 20 9 
6位 0 1 17 26 2 134
 
質問２ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 
1位 58 36 6 28 37 20 
2位 46 44 14 24 52 7 
3位 42 45 26 28 39 4 
4位 34 30 42 44 29 3 
5位 5 26 78 37 26 10 
6位 0 3 15 22 2 140
 
3.3 アンケート結果から 
質問１、質問２ともに、上位は授業関係（Ａ・Ｂ）
で、部活動において技術指導ができることは５位・４
位が多い（６位にＦをつける生徒が圧倒的に多いこと
から、５位は実質最下位である）。 
このアンケート結果から、一般的な学校と大きく異
なる結論が導かれる。それは、生徒が教員に期待する
のは授業であり部活動ではない、ということである。 
この事実は、教員としても顧問としての役割を過大
に求められることがないということを意味していると
いえる。 
 
4 本校の顧問教員制度 
4.1 顧問教員の主な負担感 
とはいえ、休日を含む時間外勤務等は、教員にとっ
て負担であることは事実である。しかし、第２節でみ
たように、現行の学習指導要領に規定されている以上、
折り合いをつけ、負担を教員集団で分かち合うことが
必要である。 
本校における顧問教員の負担感は、以下の４つに大
別されよう。 
 
①合宿引率 
②休日の試合引率（競技によっては審判・運営もあり） 
③休日の活動の管理 
④平日の残留活動の管理（18：00完全下校） 
 
①～④は教員にとって負担感が重いと思われる順か
らならべたものである。 
日程によっては土日も含み、かつ就寝後も生徒の安
全・安心のために気を配り、ときに生活指導、ときに
技術指導も行わねばならない「①合宿引率」が最も負
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担感があろう。勤務時間終了後、１時間程度校内に残
っていなければならない「④平日の残留活動の管理」
は比較的軽いものと言えるだろう。 
 
4.2 希望と承諾の原則 
本校では、部活動顧問は「希望と承諾の原則」のも
と、生徒部長が調整し、学校長が毎年委嘱している。
具体的には、全教員に「顧問希望調査用紙」を配布し
て、就任希望を調査している。その際、生徒との話し
合いによって予め決まっている場合には、特にその教
員を優先して配置するようにしているが、学習指導要
領に則り、当該教科目に関係のある教員を最優先とし
ている。 
 
4.3 教員集団としてのコンセンサス 
顧問決定の際には、以下の４つを教員集団のコンセ
ンサスとしている。 
 
①合宿の負担は平等に分かち合うこととして、合宿引
率のある部活を必ず受け持つ。 
②運動部は原則、複数顧問とし、校内練習での出勤・
残留担当はなるべく１名にする。 
③長期休業中の練習は、原則半日にし、生徒同様、自
己研鑽の時間をしっかり確保する。 
④部活動が乱立しないように、顧問になれる部活動は
最大２つまでとする。 
 
生徒部長が調整する際、①～④と4.2で触れた「希
望と承諾の原則」のもと、各教員が納得の上で、その
年度の顧問教員としての業務を果たしていくのが、本
校の顧問制度の特徴と言える。 
 
5 おわりに 
学校によっては、生徒が希望すればいくらでも部活
動が作れる学校もあると聞く。しかし、その結果とし
て部活動に関する業務が授業者としての業務を圧迫し
ているとすれば、教員だけではなく、生徒にとっても
十分な教育サービスが受けられないということになっ
てしまう。 
部活動の教育的意義は十分に認めつつ、部活動の乱
立と教員業務への過度の圧迫を防いでいる本校の顧問
制度は、一つのモデルを提示していると言えるだろう。 
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１）現行の指導要領でも、総則の中の一項に「生徒
の自主的、自発的な参加により行われる部活動に
ついては、スポーツや文化及び科学等に親しませ、
学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等に資す
るものであり、学校教育の一環として、教育課程
との関連が図られるよう留意すること。その際、
地域や学校の実態に応じ、地域の人々の協力、社
会教育施設や社会教育関係団体等の各種団体と
の連携などの運営上の工夫を行うようにするこ
と。」とある。 
２）なお、先行研究では、「生徒が部活に対してど
う思っているか（いたか）」という調査類は多い
（長沼（2017）、中澤（2017）、島沢（2017）、佐
藤 ほか（2019））が、「生徒が顧問教員をどう評
価するか」について、教員の他の仕事とくらべて
調査したものは、管見の限りでは無い。 
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